○事件議決案

	
	件　　　　　名
	概　　　　　　　　　　要

	１
	工事請負契約変更の件

（重要文化財（建造物）大阪府立中之島図書館本館ほか２棟耐震補強工事）
	重要文化財（建造物）大阪府立中之島図書館本館ほか２棟耐震補強工事請負契約（平成２５年３月２２日議決）
契約金額　　８億３，４７５万円
　　　　　　　　→９億７，５７７万９，６４０円
　　請 負 者　　株式会社藤木工務店


○条例案
	
	件　　　　　名
	概　　　　　　　　　　要

	１
	職員の給料及び管理職手当の特例に関する条例制定の件
	平成26年度の財政収支不足額への対応のため、平成26年4月1日から平成27年3月31日までの間、職員の給料の月額及び管理職手当について減額措置を行う。

・給料の減額率　　部長級　　　　３．１％

　　　　　　　　　その他管理職　２．５％

　　　　　　　　　管理職以外　　１．９％から０．７％

　・管理職手当の減額率　５％

施行日：平成２６年４月１日

	２
	知事等の給料、報酬、期末手当等の特例に関する条例制定の件
	平成26年度の財政収支不足額への対応のため、平成26年4月1日から平成27年3月31日までの間、知事、副知事等の給料の月額、期末手当等について減額措置を行う。

・給料の減額率　　知　事　　　　３０％

　　　　　　　　　副知事　　　　１４％

　　　　　　　　　教育長　　　　　６％　ほか
施行日：平成２６年４月１日

	３
	職員の給与に関する条例等一部改正の件
	１　平成２５年１０月の本府人事委員会の勧告等を踏まえ、所要の改正を行う。
〔主な改正内容〕

　・給料表の改定

　・地域手当の支給割合の改定　ほか
　　　　施行日：公布の日（平成25年12月1日から適用）
　［関係条例］
　・職員の給与に関する条例　ほか３条例

２　平成２６年２月の本府人事委員会の勧告を踏まえ、所要の改正を行う。

　〔主な改正内容〕

　・給料表（教育職給料表に限る。）の改定　ほか

　　　　施行日：平成２６年４月１日

	４
	職員の高齢者部分休業に関する条例一部改正の件
	地方公務員法の改正により、高齢者部分休業を承認することができる職員の年齢を条例で定めることとされたことに伴い、所要の改正を行う。
　　　　施行日：平成２６年４月１日

	５
	大阪府職員基本条例一部改正の件
	枚方市の中核市移行に伴い、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく府費負担教職員の研修事務を同市が処理することとなるため、所要の改正を行う。
　　　　施行日：平成２６年４月１日

	６
	府吏員退隠料等条例一部改正の件
	刑法の改正により、3年以下の懲役又は禁錮の刑に処する場合に刑の一部執行が猶予されることがあることとされたことに伴い、退隠料又は遺族扶助料の受給者への支給停止の取扱いについて、所要の改正を行う。
　　　　施行日：規則で定める日

	７
	大阪府附属機関条例一部改正の件
	１　地方自治法第１３８条の４第３項の規定により、附属機関を新たに設置するため、所要の改正を行う。
・大阪府特定非営利活動法人条例指定制度検討審議会

・大阪府立学校等のいじめの重大事態に係る再調査委員会

・大阪府泉佐野丘陵府有地活用審査会

・大阪府企業海外展開支援審査会

・大阪府クールジャパンフロントのまちづくり事業審査会

・大阪府立学校いじめ防止対策審議会

・大阪府立図書館指定管理者選定委員会
・大阪府立図書館指定管理者評価委員会

２　大阪府災害廃棄物処理指針検討審議会を廃止するため、所要の改正を行う。
施行日：平成２６年４月１日

	８
	大阪府立学校条例一部改正の件
	１　府立高等学校の通学区域が府内全域となるため、所要の改正を行う。

２　府立学校の教職員の定数について、児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減等に伴い改正する。
・高等学校　　　９，８８９人　→　９，９２８人
・特別支援学校　３，７５０人　→　３，８６２人
３　公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律の改正に伴い、府立高等学校の授業料に係る規定を定める。
 ・全日制の課程

　　　１１８，８００円／年（月額９，９００円）　等
　　　　施行日：平成２６年４月１日

	９
	大阪府立漕艇センター条例一部改正の件
	消費税法及び地方税法の改正に伴い、大阪府立漕艇センターの利用料金の上限額を改定する。

　　　施行日：平成２６年４月１日

	10
	大阪府立臨海スポーツセンター条例一部改正の件
	消費税法及び地方税法の改正に伴い、大阪府立臨海スポーツセンターの利用料金の上限額を改定する。

　　　　施行日：平成２６年４月１日



	11
	大阪府立体育会館条例一部改正の件
	消費税法及び地方税法の改正に伴い、大阪府立体育会館の利用料金の上限額を改定する。

　　　　施行日：平成２６年４月１日

	12
	大阪府立門真スポーツセンター条例一部改正の件
	消費税法及び地方税法の改正に伴い、大阪府立門真スポーツセンターの利用料金の上限額を改定する。

　　　　施行日：平成２６年４月１日

	13
	大阪府立図書館条例一部改正の件
	１　公募型の指定管理者制度を導入するとともに、指定管理者が経営努力を発揮しやすくなることを目的とし、利用料金制度を導入するため、所要の改正を行う。
　　　　施行日：平成２７年４月１日

２　消費税法及び地方税法の改正に伴い、大阪府立図書館の使用料の額を改定する。

　　　　施行日：平成２６年４月１日

	14
	大阪府立少年自然の家条例一部改正の件
	消費税法及び地方税法の改正に伴い、大阪府立少年自然の家の利用料金の上限額を改定する。

　　　　施行日：平成２６年４月１日

	15
	大阪府立博物館条例一部改正の件
	消費税法及び地方税法の改正に伴い、大阪府立博物館の利用料金の上限額を改定する。

　　　施行日：平成２６年４月１日

	16
	大阪府社会教育委員条例一部改正の件
	社会教育法の改正により、社会教育委員の委嘱の基準について条例で定めることとされたため、所要の改正を行う。

　　　　施行日：平成２６年４月１日

	17
	大阪府教育行政事務手数料条例一部改正の件
	大規模災害が発生した際の被災者の生活復興の支援に資するよう、教育職員免許状の再交付等手数料を減免し、又は還付することができることとするため、所要の改正を行う。
施行日：公布の日

	18
	府費負担教職員定数条例一部改正の件
	市町村立学校の児童及び生徒の数の変動に伴う学級数の増減及び国定数の配分に基づき、府費負担教職員の定数を改正する。
・小学校　　　２７，１２８人　→　２７，２６８人
・中学校　　　１６，１２９人　→　１６，２４９人
・高等学校　　　　　　２５人　→　　　　　２８人
・特別支援学校　１，４３７人　→　　１，４７４人

施行日：平成２６年４月１日

	19
	大阪府文化財保護法に基づく事務に係る事務処理の特例に関する条例一部改正の件
	枚方市の中核市移行に伴い、文化財保護法に基づく事務の一部について同市が処理することとなるため、所要の改正を行う。
　　施行日：平成２６年４月１日
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